
平成３０年度 北海道所有者不明土地連携協議会 意見交換会 資料

意 見 交 換 会 資 料 ２
・所有者不明土地法の活用について

北海道所有者不明土地連携協議会



.
・



所有者不明土地法の活用について

平成３１年１月３０日

平成３０年度 北海道所有者不明土地連携協議会

意見交換会 資料２

所有者不明土地の利用の円滑化

土地の所有者の効果的な探索



１ 所有者探索の方法、土地所有者関連情報の留意点について

１

（１）探索の方法（程度）【法第2条】

・相当な努力が払われたと認められるものとして政令で定める方法による

探索とは

（２）土地所有者等関連情報の取扱い 【法第39条】

①利用及び提供が想定される情報とは

・固定資産課税台帳に記録されている情報

・地籍調査票、農地台帳、林地台帳に記録されている情報

②交付請求をする者とは

・内部利用、国又は地方公共団体、国又は地方公共団体以外の者

③情報提供担当部局等とは

・市町村、工作物設置者（第５項）

所有者の探索は容易になるか

※ポイント① 事例 ２頁



①特定登記未了土地とは
・所有権の登記名義人の死亡後に相続登記等がされていない土地で土地
収用法第３条各号に掲げるものに関する事業（収用適格事業）を実施し
ようとする区域の適切な選定その他の公共の利益となる事業のため登記
名義人となり得る者を探索する必要がある土地【法第２条第４項】

→ 登記名義人の死亡後１０年以上３０年以内において政令で定める
期間を超えて相続登記等がされていない土地【法第４０条第１項】

②所有権の登記に付記

・起業者その他の公共の利益となる事業を実施しようとする者からの求
め

→登記官は登記名義人となり得る者を探索した上で、職権で、所有権の
登記名義人の死亡後長期間にわたり相続登記等がされていない土地であ
る旨を所有権の登記に付記 ２

２ 相続未了な土地の今後について

※ポイント② 事例 ３頁

相続登記が未了の土地は解消はされるか



３ 所在不明土地の財産管理人制度の活用について

（１）選任の請求をできる者【法第38条】

・利害関係人又は検察官（民法第25条、952条）

加えて

・国の行政機関の長又は地方公共団体の長（法第３８条）

（２）請求の要件

・利害関係人

加えて

・所有者不明土地の適切な管理のために特に必要がある場合

（ごみの不法投棄、雑草の繁茂等により所有者不明土地が周辺に悪影

響を与えている場合） ３

財産管理人選任の請求は容易になるか

※ポイント④ 事例 ７頁



４ 裁定申請による事業用地の確保について

（１）地域福利増進事業【法第10条】

・種類

道路法の道路、駐車場、公園、購買施設等の整備に関する事業

国、地方公共団体又は土地改良区が設置する用水路、排水路

（２）土地収用法の特例【法第27条】

・期間

所有者不明土地の収用手続きに要する期間（収用手続きの移行から取

得まで 約１／３短縮（約３１ → ２１ヵ月）

事業認定告示から権利取得 １６ヵ月 → １１ヵ月

（３）都市計画事業 【法第37条】
４

裁定申請により事業用地の確保が円滑に進むか

※ポイント③ 事例 ４頁
ポイント⑤ 事例１４頁



５ 地方公共団体等への支援の方法

（１）地方公共団体に対する支援 【法第41条、42条】

・国土交通省の職員を地方公共団体に派遣

（２）地方公共団体による支援 【法第43条】

・地方公共団体は地域福利増進事業を実施しようとする民間事業者など所有

者不明、土地を使用しようとする者の求めに応じ、地方協議会の枠組み等を

活用し、所有者不明土地の使用の方法に関する提案土地の権利関係又は評価

について特別の知識経験を有する者のあっせん等の援助を行うよう努める。

（３）北海道所有者不明土地連携協議会

・積極的な意見交換と情報共有

・関係士業団体等との連携

５

地方公共団体、事業者の支援の方法
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（５）そ の 他
・所有者不明土地法に基づく国交省職員の派遣について

北海道所有者不明土地連携協議会



.
・



所有者不明土地法に基づく国交省職員の派遣について

背景・概要

＜所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法第４１条＞

地方公共団体の長は、地域福利増進事業等の実施の準備のためその職員に土地所有者等の探索に関する専門的な知
識を習得させる必要があるときは、国土交通省令で定めるところにより、国土交通大臣に対し、国土交通省の職員の派遣
を要請することができる。

地方公共団体における公共事業等の実施の準備のため国交省職員が土地所有者等の探索の経験や所有者
不明土地法に基づく探索方法を踏まえ、具体的な探索方法、留意点等について助言等を行います。

国交省職員の派遣期間については、日帰り～数日間とし、所掌事務又は業務の遂行に著しい支障のない限り、
適任と認める職員を派遣します。 （派遣する職員の旅費等は、地方公共団体の負担になります。）

地方公共団体の長
北海道開発局長

（開発監理部用地課）

① 派遣要請① 派遣要請

②派遣通知②派遣通知

③ 派遣業務の実施③ 派遣業務の実施

派遣手続

人口減少・高齢化の進展に伴う土地利用ニーズの低下や地方から都市等への人口移動を背景とした土地の所有意
識の希薄化等により所有者不明土地が全国に増加しており、所有者等の探索が困難

地方公共団体においては、所有者の探索をはじめとする用地取得業務に関する専門的な知識を有する職員の不足
が課題

＜背景＞＜背景＞
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意 見 交 換 会 参 考 資 料
・国土交通省HP

・所有者不明土地の利用の円滑化及び土地の所有者の効果的な探索に関する基本

的な方針（平成30年法務省・国土交通省告示第2号）
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